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第４回評価委員会等での意見を踏まえた中期計画への対応状況について 

 

 

 
 

 

 対象箇所 委員からのご意見 対応方針
 1 全体 ○　計画は最終年に一気に達成される

ものではないため、最終年だけでな

く、毎年の目標設定をして、その到達

点を検証していく必要がある。各年に

設定された臨床・事業関連指標の達成

状況はどうか、その結果として収支は

どうなったのかという検証である。ま

た、計画最終年については、翌年以降、

新病院が開院した後に新病院建設に

係る設備投資の回収、さらには継続・

成長投資が実行できる状態になって

いるかの検証も必要である。

○　各年度の指標や収支等については、

中期計画に基づく年度計画を作成し、

達成状況を確認する。

 2 3　高度医療・人材

育成拠点の整備

○　中期計画に掲げるすべての取組を

実行していくことは重要であるが、

すべての項目を計画どおりに達成し

ていくことが困難な場合もあると思

う。状況によっては、取組の優先順

位を検討しておくことも大事ではな

いか。

○　公に示すことは難しいが、内部的に

優先順位を整理するなど、状況に応じ

て取組の見直しを図る。

 3 6　高度医療・人

材育成拠点整備

に向けた取組

○　病院ごとに病床稼働率が設定され

ているが、新病院統合後は一体とな

る。この５年間、様々なリソースに

ついて、法人全体での最適化を図り

ながら、（統合対象の）中電病院も含

めて、戦略的な取組を進めていただ

きたい。

○　各病院だけではなく、法人全体で

医療、人材も含め最適化を図りつ

つ、取組を進める。

 4 7　「断らない救

急」体制の構築

○　「断らない救急」などのスローガ

ンを実現しようとするあまり、納得

感が得られないままで取組を進めて

しまうと、スタッフがついてこられ

なくなるため、達成可能な目標を示

すことが重要となる。仮に今よりも

高い水準を目指すのであれば、どう

すればそれが実現できるのかなど、

体制の確保も含めて、しっかりと現

場と共有しておくことが必要であ

る。

○　中期計画を達成するため、ハー

ド、ソフト、人材の面から実行計画

を作成し、具体的な取組を示しなが

ら、現場との調整を図る。

資料　３（別紙）
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 対象箇所 委員からのご意見 対応方針
 5 7　「断らない救

急」体制の構築

○　広島都市圏の病院で、それぞれが

同じような救急をやっていては意味が

ない。各病院の救急体制について、県

が中心となって調整し、機能分化と人

員集約を進め、新病院開院時には、ど

のような姿になるのかを考えておくべ

きではないか。

○　広島都市圏において、どのような

救急体制を構築していくかが重要であ

るため、第２章２（１）に記載のとお

り、周辺医療機関や輪番病院との役割

分担の整理及び連携強化を図る。

 6 8　幅広い疾患に対

応する「こども病

院」

○　児童・思春期病床の整備は、是非

実現していただきたい。

○　第２章２（１）に記載のとおり、

児童・思春期症例に対応できる体制

を検討するなど、新病院における病

床の整備に向けた取組を進める。
 7 ○　児童虐待を受けている疑いのある

患者については、保護者に対する医

療説明を適切に行うとともに、関係

機関と連携する旨を追記することを

検討されたい。

○　被虐待児への対応などを含め、周

辺医療機関等の関係機関との小児医

療に関する役割分担を整理するとと

もに、保護者等への適切な説明を行

うに修正。
 8 13　人材育成にお 

ける基本的な考

え方

○　新病院の準備期間となるこの５年

間は、法人にとって非常に重要な期

間となる。県立病院間の人事交流は

もちろんだが、全国の病院との交

流・研修やWEBを活用したセミナー

などを行う必要がある。なかでも優

れた指導層を育成し、職員の意識を

変えていくことが重要である。新病

院開院時に、全職員が同じ方向を見

ていけるような組織づくりを進めて

いただきたい。

○　新病院が開院するまでの５年間

に、先進医療施設での研修や、指導

者の確保・育成等を進めるととも

に、前文に記載のとおり、病院機構

のミッション・バリュー・ビジョン

を定め、組織風土の一体感を醸成す

る。

 9 ○　計画に掲げる規模の救急車の受入

を実現するためには、県内にととど

まらず、全国の先進的な病院との交

流を積極的に進めていくべきであ

る。

○　第２章２（２）に記載のとおり、 

新病院に必要な医療機能の実現に向 

けて、ベンチマークとなる医療機関 

との交流を積極的に進める。

 10 15　地域医療を担 

う人材確保・育 

成 

16　病院経営を担 

う人材確保・育 

成

○　広い中山間地域や無医地区を多く

抱えている広島県の状況を考える

と、地域の中小病院の機能を充実さ

せていくことが重要であり、総合診

療医や経営をきちんと管理できる事

務長のような人材を育成していく必

要があるのではないか。

○　第２章２（２）に記載のとおり、

総合診療医や経営人材の確保・育成

を進める。

 11 16　病院経営を担

う人材確保・育成

○　病院経営管理士や医療経営士に限

定した記載となっているので、MBAな

ど他の認定資格も含めて、病院経営

に必要な多様な人材を確保するよう

な記載とした方が良いのではない

か。

○　病院経営に関する専門資格取得を

奨励するなど、高度な知識を有する

多様な人材の確保・育成を計画的に

進める。
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 対象箇所 委員からのご意見 対応方針
 12 17　広島県の医療

提供体制を支え

る機能 

○　中期計画の柱に医療人材の確保・

育成を掲げているように、新病院に

おいては、医療人材を過疎地区へ派

遣・循環していくことが非常に大き

な役割となる。人材派遣はすぐにで

きる取組ではないので、５年後を見

据えた取組を速やかに進めていただ

きたい。

○　第２章２（３）に記載のとおり、

新病院の開院を見据え、中山間地域

等の医療を維持するための人材確

保・育成を進め、医療人材の派遣・

循環の仕組みに貢献していく。

 13 ○　広島県は中山間地域や島しょ部も

多く、人口の流出も多い地域であ

り、全国に先駆けて、医師の偏在が

進んでいくのではないかと思う。そ

うした厳しい背景を前提としながら

も、中山間地域等への派遣・循環の

仕組みの構築に向けた対策を進めて

いただきたい。
 14 18　周辺の医療機

関と連携した地

域完結型医療

○　県内の拠点病院間の役割分担もそ

うだが、広島都市圏の基幹病院間の

連携も進めていかないと、働き方改

革の流れに対応できなくなる。単な

る連携にとどまらず、病院間の機能

分化と集約ということも強く意識を

しながら、取組を進めていただきた

い。

○　第２章２（３）に記載のとおり、

広島都市圏において、機能分化と集

約が図られるよう、周辺医療機関と

の連携を強化する。

 15 22　安定的な経営

基盤の構築

○　建築費が非常に高騰している中で

の病院建設は非常に厳しい状況だと

思う。県民に必要な政策医療を提供

し続けるために何が必要なのか県庁

全体で議論し、県民の理解も得なが

ら、適切な運営負担金を確保してい

ただきたい。

○　第２章２（４）に記載のとおり、

県からの適切な運営費負担金を受

け、県の医療政策として求められる

医療を安定的かつ継続的に提供でき

るよう、取組を進める。

 16 23　県立広島病院 ○　救急車受入台数の指標について、

令和６年度は7,300台だが、令和11

年度目標は9,000台である。毎年約

400台ずつ増加させる計算となり、こ

の高い目標をどのように実現するか

を現場に伝える必要があると考え

る。

○　受入台数は体制に依存し、大きく

変動する。救急医、救急救命士を増

員し、トリアージ体制を強化するこ

とで、受入れ能力を向上させたいと

考えている。さらに、救急外来にも

う１人スーパーバイズできる救急医

を配置すれば、9,000台の受入れが可

能であると考えている。（県立広島病

院長）
 17 24　県立安芸津病 

　院

○　救急などの地域に求められる医療

を確実に提供するとともに、地域包

括ケアのモデル病院としての役割も

しっかりと果たしていくため、他の

医療機関や介護サービス事業者等と

連携して、しっかりと取組を進めて

ほしい。

○　第３章１（２）に記載のとおり、

地域の中核的病院として、地域の医

療機関や介護サービス事業者等と連

携して、地域包括ケアシステムにお

ける役割を果たしていく。



4 

 

 対象箇所 委員からのご意見 対応方針
 18 36　中期目標達成 

に向けた取組 

○　今後、年度計画を作成する際は、

現状、進捗状況、原因、対策などの

説明があると県民の皆様にもわかり

やすいと思うので、そういう視点で

作りこんでいただきたい。

○　年度計画を定める際には、現状、

進捗状況、原因、対策などを説明

し、県民の皆様にも分かりやすい形

で作成する。

 19 ○　達成度を評価するときは、全国の

病院、特にベンチマークとなる病院

の実績と比較してどのような状況に

あるのかも含めて把握したうえで、

必要な改善を行うべきである。

○　全国自治体病院協議会の指標など

と比較し、それぞれの病院がどうい

う位置にあるのかを見定めながら運

用を進める。

 20 39　財務内容の改

善に関する目標

を達成するため

とるべき措置 

○　指標の病床稼働率について、新型

コロナウイルスが完全に収まったと

は言えない中で、ベッドを空けてお

く必要がある状況を踏まえると、か

なり厳しいのではないか。

○　看護師の不足により稼働病床数が

減少していることがボトルネックと

なっているため、夜間看護師など必

要な人員を配置することができれ

ば、目標を達成することができると

考える。（県立広島病院長） 

○　昨年11月ぐらいから患者が戻り始

めており、現在の病床稼働率は85%に

近いところまできているので、耐震

工事後の病床数を基にすれば90%以上

はクリアできると考える。（県立安芸

津病院長） 

○　令和５年度は、患者の入院期間が

長く、急性期病院としては好ましく

ない状況であったため、平均在院日

数を短縮するなど改善策を講じた結

果、病床稼働率は63%に低下したが、

診療単価は上がり、収支が改善し

た。 

今年度上半期は、入院患者は増加

したが在院日数の短縮化や急搬送件

数の減少などにより事業計画を下回

ったため、ＤＰＣ入院期間Ⅱ期を考

慮した診療を行った結果、延べ入院

患者数が伸び、現在の病床稼働率は

82%となっている。 

４月以降は、法人全体での最適化

を図りながら、当院の競合シェア、

病床シェアをもとに、戦略的に注力

していく。（ＪＲ広島病院長）


